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資本蓄積論の方法
吉 井 利 眞
一 蓄積 論 の 課題
「資本主義社会の矛盾に満ちた運動は,実 際的なブルジョアには,近 代産業が通過する周期
的循環の局面転換のなかで最 も痛切に感ぜ られるのであって,こ の局面転換の頂点 こそが,一
般的恐慌 なのである。この一般的恐慌は,ま だ前段階にあるとはいえ,再 び進行 しつつあ り,
その舞台の全面性によっても,その作用の強 さにによって も,新 しい神聖プロイセン ・ドイツ
帝国の成 り上が り者たちの頭 にさえ弁証法をたたき込むであろう。」(『資本論』①42頁)
この 「資本主義社会の矛盾に満ちた運動」の 「弁証法」的展開に,周 知の唯物史観のにおい
を嗅 ぎとることも困難ではない。「資本主義社会の矛盾に満 ちた運動」の 「弁証法」が 「歴史
の弁証法」へ と読み替えられれば,「矛盾」の発現は資本主義社会それ自身の限界の暴露すな
わち最終的な体制移行の契機をなすものとも解されよう。 しか し,それでは 「資本主義社会の
矛盾に満ちた運動」の 「弁証法」的展開が,現 実には周期性ない し循環性を示 し,そ れが 「大
工業」の 「近代的生活」(同32頁)つまり景気循環の過程 となっていることを説明できないこ
とになる。「近代社会の経済的運動法則 を明らかにすること」(同25頁)を課題 とする 『資本
論』にあっては恐慌 として周期的な発現 をみる 「矛盾」こそが問題なのである。そしてこのよ
うな 「大工業」の 「近代 的生活」の周期性 ・循環性の解明を資本主義社会 に特有な 「人口法則」
の展開を通 して示すことこそが 『資本論』が蓄積論の課題 とすべ きものであった。
蓄積論の主要部分は第一巻第7編 「資本の蓄積過程」の第23章 「資本主義的蓄積の一般的法
則」のなかで論 じられているが,マ ルクスは,蓄積論の研究において 「最 も重要な要因は資本
の構成であ り,またそれが蓄積過程の進行途上で受けるいろいろな変化である」(『資本論』③
188頁)とし,こ の 「資本の構成は二重の意味に解 されなければならない」(同)と いう。つ
ま り,価値の面か ら見た 「資本が不変資本または生産手段の価値 と,可変資本または労働力の
価値すなわち労賃の総額 とに分かれる割合によって,規 定される」 「資本の価値構成」,生産過
程で機能する素材の面から見た 「一方 における充用 される生産手段 の量 と,他方におけるその
じ
充用のために必要 な労働量 との割合によって,規 定 される」「資本の技術的構成」(同)の二面
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である。そ して,こ の 「二つの構成の間には密接な相互関係がある。 この関係 を表すために,
私は資本の価値構成を,そ れが資本の技術的構成によって規定 されその諸変化を反映するかぎ
りで,資 本の有機的構成 と呼ぶ ことにする」(同)と し,ま ず,こ の構成に変化のない場合の
蓄積の検討に入る。
「追加資本 に転化 される剰余価値の一部分は,つ ねに可変資本す なわち追加労働財源に再転
化されなければならない。他の不変な諸事情 と一緒 に資本の構成 も不変だ … ということを
前提すれば,明 らかに,労 働に対する需要 と労働者の生計財源 とは,資 本の増大に比例 して増
大 し,資本が急速に増大すればそれだけ急速に増大する。」(同189頁)
蓄積に伴 う需要の拡大 に対 し,流通期間の短縮に連動 した生産の拡張 によって追加供給が可
能な生産手段はともか く,労働力 については追加需要に対する供給源は基本的に現存の労働人
口ないしその自然増分以外にない。そこでマルクスは,「資本の蓄積欲望が労働力または労働
者数の増大 を上回 り,労働者にたいする需要がその供給 を上回 り,したがって労賃が上がると
いうことがあ りうる。むしろ,前 記の前提がそのまま存続する場合には,結局そうなるよりほ
かはない」(同)と いう。つ まり,マ ルクスはここで,構 成不変の蓄積の進展は必ず労賃の上
昇 を結果するとい う非常に重要な指摘 を行っているのである。
しか し,他方でマルクスはこの労賃上昇について奇妙な二つの説明をしている。一つは,こ
の労賃上昇への 「嘆 きが,イ ギリスでは一五世紀全体 をつうじて,ま た18世紀の前半 にも,
大 きく聞こえて くる」(同190頁)というのである。これでは,労 賃上昇 は資本の源蓄コス ト
に解消 されかねない。「1825年の恐慌 とともにはじめて」開始 した 「大工業」の 「近代的生活
の周期 的循環」(『資本論』①32頁)との関連こそが問題であろ う。二つ目の説明は,労 賃上
昇の限界に関する ものである。「労働者階級 によって供給 され資本家階級によって蓄積 される
不払労働の量が,支 払労働の異常な増加によらなければ資本 に転化できないほど急速に増大す
れば,賃 金は上がるのであって,他 の事情がすべて変わ らないとすれば,不 払労働 はそれに比
例 して減少するのである。 ところが,こ の減少が,資 本 を養 う剰余労働がもはや正常な量では
供給されな くなる点に触れるやいなや,そ こに反動が現れる。収入のうちの資本化 される部分
は小 さくなり,蓄積は衰え,賃 金の上昇運動は反撃 を受ける。」(『資本論』③202,3頁)蓄積
の増進に伴 う労賃上昇が剰余価値 を侵食 し,蓄積そのものを無意味化する事態を必然化すると
いう,こ れもまた重要な指摘 を行っている一方で,剰余価値の減少を蓄積の減衰 と直結 し,労
賃上昇の限度を追加投資の減退に伴 う労働力需要の後退 として説いているのである。これでは
蓄積の 「局面転換」は,せ いぜい単 なる資本規模のそれも裁量的な膨張 ・収縮の転換 として し
か とらえられず,蓄 積様式の転換の必然性 という視点は浮かび上がってこないであろう。か く
てマルクスは 「一つの自然法則にまで神秘化 されている資本主義的蓄積の法則が実際に表 して
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いるのは,た だ,資 本関係の不断の再生産と絶えず拡大 される規模でのその再生産 とに重大な
脅威 を与えるおそれのあるような労働の搾取度の低下や,又 そのような労働の価格の上昇は,
すべて,資 本主義的蓄積の本性によって排除されている,と いうことで しかない」(同203頁)
とい うのであるが,「資本主義的蓄積の法則」の内実は,こ こではなんとも不明瞭なままに残
されているといわざるをえない。
一方,第23章の第2節の冒頭でマルクスは,「これまでわれわれはこの過程の一つの特殊 な
局面だけを見てきた。すなわち,資本の技術的構成が不変のままで資本の増大が生ずるという
局面である。だが,過 程はこの局面 を越えて進む。資本主義体制の一般的基礎がひとたび与 え
られれば,蓄 積の進行中には,社 会的労働の生産性の発展が蓄積の最 も強力な積秤 となる点が
必ず現れる」(同204頁)とし,「労働の生産性の増加は,そ の労働量によって動かされる生産
手段量に比べての労働量の減少に,ま たは労働過程の客体的諸要因に比べてのその主体的要因
の大 きさの減少に,現 れる」(同205頁)から,こ の蓄積は資本構城 の高度化を伴 うものであ
るとした。
「特殊 な局面」をマルクスが どのようにとらえていたのか判然としないが,「資本主義体制
の一般的基礎」が確立する以前 を 「特殊 な局面」 とみていたとすれば,資本主義の未発達な段
階では構成不変の蓄積が進展 し,「資本主義体制」確立後には労働生産性の上昇 をもた らす構
成高度化の蓄積が進行すると考えていたとい うことであろう。それは,蓄 積論の第1節で,構
成不変の蓄積の進展 ・労賃上昇の例証に本源的蓄積期のイギ リスを挙げていたことにも符合す
る。マルクスは 「ある程度の資本蓄積が独 自な資本主義的生産様式の条件 として現れるとすれ
ば,後 者 はまた反作用的に資本の加速的蓄積の原因になるのである。それだから,資 本の蓄積
につれて独自な資本主義的生産様式が発展するのであ り,ま た独 自な資本主義的生産様式の発
展 につれて資本の蓄積が進行するのである。この二つの経済的要因は,互 いに与え合 う刺激に
複比例 して資本の技術的構成の変化を生みだすのであって,こ の変化 によって可変資本部分は
不変資本部分に比べてますます小 さ くなって行 く」(同208頁)とい うのであ り,資本家的蓄
積の歴史的趨勢 として資本構成 の高度化を示そうとしているかのようである。
いずれに しても 「資本主義的蓄積の一般法則」の解明を課題 とする第7編第23章の1,2節
では,なお確立 された資本主義経済に固有な景気循環の過程 との関連で資本構成不変の蓄積 と,
構成に高度化を伴 う蓄積 とが考察 されてはいないのである。
それに対 し,第3節 「相対的過剰人口または産業予備軍の累進的生産」では,「資本主義体
制の一般 的基礎」の上で展開される 「近代産業の特徴的な生活過程」(同220頁)としての景
気循環 と蓄積の二様式の関連 を示唆す る論点がみられる。
マルクスはまず1,2節を貫 く観点の延長上に 「資本の蓄積は最初はただ資本 の量的拡大 と
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して現れたのであるが,そ れが,い ま見てきたように,資本の構成の不断の質的変化 を伴 って,
すなわち資本の可変部分を犠牲 としての不変成分の不断の増大を伴 って,行われるようになる」
(同214頁)とし,その結果,「資本主義的蓄積は,し かもその精力 と規模 とに比例 して,絶 え
ず,相 対的な,す なわち資本の平均的な増殖欲求にとってよけいな,し たがって過剰な,ま た
は追加的な労働者人口を生みだす」(同216頁),すなわちマルクスのい うところの相対的過剰
人口ない し産業予備軍の形成が説かれ,「これこそは,資 本主義的生産様式に特有な人口法則」
(同217頁)とされるのである。「この過剰人口は,資 本の変転する増殖欲求のために,い つで
も搾取で きる人間材料 を,現 実の人口増加の制限にはかかわ りな しに,つ くりだすのである」
(同219頁)から,こ の蓄積様式 は第一節で指摘 された構成不変の蓄積で問題 となった資本の
蓄積欲望 と労働力の追加的供給余力 との対立 を現実的に解決ない し緩和するという機能を果 た
すことになる。「資本主義的生産にとっては,人 口の自然的増加が供給する利用可能な労働力
の量だけでは,け っして十分ではない。この生産は,そ の自由な営みのためには,こ の自然的
限度に制限 されない産業予備軍 を欠 くことができないのである。」(同224頁)マルクスはこう
して資本が生産物 としては確保 しえない労働力をこのような人口法則を通 して現実的に調達
し,資本主義経済が自立 した過程 として一社会を編成 しうることを示 したのであ り,評価すべ
き点であろう。では,こ の相対的過剰人口の形成 として特徴付けられる人口法則論 と景気循環
論 はどのように関連するのか。
「近代産業の特徴的な生活過程,す なわち,中位の活況,生 産の繁忙,恐 慌,沈 滞の各時期
が,よ り小 さい諸変動に中断されながら,10年ごとの循環をな している形態は,産 業予備軍
または過剰人口の不断の形成,その大 なり小な りの吸収,さらにその再形成にもとついている。」
(同220頁)つまり,景 気循環の局面転換は,相 対的過剰人口の形成,吸 収の周期的反復 に基
礎 を持つとい うことにな りそうである。これをさらに,蓄積様式 と関連させれば,相 対的過剰
人口を形成する資本構成高度化の蓄積 と,そ の吸収 による構城 不変の蓄積の交代 ・反復 として
景気循環は解明で きるともいえそうである。 ところがマルクスは,相対的過剰人口の 「大な り
小 なりの吸収」 を構成不変の蓄積 によると明示 していないのでこれは推測の域を出ない。仮に
そうだとして も,「蓄積が,与 えられた技術的基礎の上での生産の単なる拡張 として作用する
中休み期間は,短 くなって行 く」(同215頁)というのであれば,ま さに 「産業予備軍 または
過剰人口の不断の形成」 こそが 「近代産業」の 「生活過程」特徴づけるのであ り,それが 「循
環 をなしている形態」の考察は,構成高度化の蓄積 「不断」の進展 により退け られことになる。
つ まり,資本蓄積 と労働人口の対立ない し資本蓄積 に対する労働人口の制約がマルクスのいう
人口法則によって恒常的に解決 され,労 働市場での 「需要供給の運動法則」に対する 「資本の
専制」が 「完成」(同233頁)するのであれば,も はや この対立が繰 り返 し表面化 し,その度
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に解決をせまることもない。それゆえ,こ の対立 を必然化する蓄積様式=構 成不変の蓄積はい
まや 「近代産業の特徴的な生活過程」に固有の存在意義 をもたないことになる。ます ます短 く
なる 「中休み」的存在 に過 ぎないもの とされるのもそのためであろう。
か くてマルクスの蓄積論研究は,景 気循環の局面転換の理論的解明 を不明瞭なままに残 し,
労働者階級のいわゆる 「窮乏化論」へ と向か う。結局,そ こで示 される 「資本主義的蓄積の絶
対的な一般的な法則」(同240頁)は相対的過剰人口の累積 による 「受救貧民層」の増大とさ
れるにす ぎない。こうした 『資本論』における蓄積論の混乱に疑問を提起 し,改 めて景気循環
の必然性を資本の蓄積過程の再構成を通 して理論的に解明 したのが宇野弘蔵であった。
二 蓄積 論 の再 構 成
『資本論』では,蓄 積過程の考察に先立ち,「資本はその流通過程 を正常な仕方で通 るとい
うことが前提」(『資本論』③105頁)され,資 本の流通過程の詳細な分析は第二巻で行われる
ことになった。そのため 「資本の蓄積過程の展開に固定資本の更新に関する考慮 を欠 く」(『著
作集』⑨294頁)ことになった。資本構成を高度化する蓄積では必ず固定資本部分の更新が問
題 になる。マルクスもいうように固定資本部分は 「その形態のままで一定の平均寿命だけもち
こたえなければ」ならず,「したがって また,改 良 された労働手段の急速 な一般的な採用を妨
げる障害にもなっている」(『資本論』④276頁)のである。そこで宇野は,第 二巻の 「資本の
流通過程」 を第一巻の 「資本の生産過程」に対 して対立的なものとする 『資本論』の方法を疑
問視 し,「第一巻の最後で論ぜ られる」蓄積論は,「すでに第二巻の第1篇,第2篇 の資本の循
環形式,資本の回転,剰余価値の流通を前提するものとして理解すべ きではないか」(『著作集』
⑥328頁)と考 えたのである。宇野の旧 『原論』での資本の流通過程の解明を前提 とする蓄積
論の展開とい う構成でそれは具体化 された。
そのうえで宇野 は蓄積の二様式の関係を,「資本の蓄積の内面的要因として単純再生産の考
察を前提 したのと同様 に,資本の構成に変化のない場合に行われる資本の蓄積の労働者に対す
る資本に特有な関係を前提 として,始 めてその変化のある場合に生ずる特有な関係 も理解しう
る」(旧 『原論』197頁)とし,マ ルクスのように資本主義経済の歴史的発展過程にあたか も
照応するかのような曖昧な方法によることなく,構成不変の蓄積から考察をは じめることにな
る。
資本構成に変化のないままで蓄積が行われる場合,マ ルクスの説 くように,蓄 積の進展とと
もに労働力に対する需要は比例的に増加 し,労賃は騰貴 し,剰余価値率の低下をもたらす。そ
の意味で この蓄積様式は 「労働人口による蓄積の制限の面」,つま り資本が自らの生産物とし
て自由に労働力商品を生産 しえないことが資本蓄積 の重大な制約 となる面 を示 している。それ
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に対 して資本構成の高度化 を伴 う蓄積は,労 働人口による蓄積の制限を現実的に解決 してい く
側面を示す。資本 は一面的に労働人口の自然増に依存 した り,それに制約 されることな しに,
構成の高度化を通 した相対的過剰人口の形成により追加労働力 を確保することができる。こう
しては じめて 「労働力の商品化の社会的基礎」(同203頁)が確立される。資本主義的人口法
則はその意味で,一 方の極 に構成不変の蓄積 を前提 しながら,こ の相対的過剰人口によって基
礎付けられるといってよい。
二つの蓄積様式 を歴史的な例解 としてではなく,労働 力商品の特殊性を基軸に明確 に区別 し
た宇野は,次に,人口法則の具体的展開過程により資本家的蓄積の一般的法則を明らかにする。
労働力商品が 「資本の生産物ではないとい う面では,資 本 にとっては与えられたる労働者人口
とその増殖 とが一般的制限 となっているのであって,た だ資本の有機的構成の高度化 による相
対的過剰人口の形成をもってその制限を自ら解除 しうるにすぎない。 しか もこの解除は,自 ら
の固定資本 の存在 によって一定の制限を受けるのである」(『著作集』④140頁)。そのため資
本家的蓄積の進展は,そ れに特有 な循環過程を展開せざるを得ないのである。
構成 高度化の蓄積は,固 定資本が制約 となり不断に行 われるものではない。 しか も積極的な
制約としての労働力に余裕のある間は,資 本はこれを動員 し,既存の固定資本のもとに資本蓄
積 を拡大 しうる。もちろんこの労働力の余裕 は,労働人口の自然増 を一般的な前提 としなが ら,
構成高度化 によって形成 された相対的過剰人口を根拠に している。 しか し構成不変のままで蓄
積が拡大 されていけば,労 働市場のプールがいかに相対的に拡張されたとはいえ,や がては労
働人口の壁 にぶつからざるをえない。労賃の一般的騰貴が現実化 し 「資本の増大 自身が剰余価
値量の増加を伴 わな くなるという限度に も触れざるを得 なくなる」(旧 『原論』208頁)。資本
蓄積の方向転換が課題 とならざるをえなくなる。この資本蓄積の積極的制約の顕在化 を資本は
消極的 な制約(旧 来の固定資本)の 排除によって処理せ ざるをえない。生産方法の改善が全
面 ・集 中的に行われ,相 対的過剰人口は 「従前の規模を更に拡大 して賃銀の平均水準以下への
低落 を齋 らす」(同)。これによって資本は新たな蓄積拡大のための条件を与えられ,再 び相対
的過剰人口を吸収 しなが ら発展 してい くことになる。
こうして 「膨張 と収縮 とを周期的に繰 り返 しつつ,原 因は結果 を齋らし,結果は原因をなし
て,し か しますますその規模 を拡大 して行 く」(同)景気循環の過程は,相 対的過剰人口の形
成 ・吸収の二面をもって展開する人口法則によってその基礎 を与えられるのである。資本家的
蓄積の一般的法則は,宇 野のこの ような人口法則の整理によって,窮 乏化法則に解消 されるこ
となく,景気循環の過程 を展開するものとしてはじめて明確 になったといえる。
それはまた,労 働力 とい う商品の特殊な価値規定の内容 をも明 らかにする方法を示唆するも
のであったが,宇 野によればこの点は,旧 『原論』で 「明確 にしていたわけではない」(『資本
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論五十年 ・下』887頁)という。それは景気循環論としての 『恐慌論』を経て,新 『原論』な
どで次第に明確化 されることになった。
労働力商品は一般商品 とは異なり,そ の生産に要する労働時間によって直ちにその価値を規
定されるのではない。労働力の再生産は労働者の生活のなかで生活資料の消費 を通 して行われ
る。そのため労働力商品は,労 働者が賃銀で自ら買い戻す生活資料という商品の価値によって
間接的な価値規定 を受けている。 したがってこの生活資料 の質 ・量両面 を規定する労働者の生
活水準がいかに決 まるのかが明らかにされては じめて,労 働力商品も実質的な価値規定 を受け
ることになる。そのさい,宇 野が 「いわゆる窮乏化の法則 について」でマルクスの方法を批判
しているように(『著作集』④118頁),人口法則の展開は,資 本の労働力に対する一面的な専
制支配を確立するものではない点に注意 しなければならない。景気循環に伴 う賃銀の騰落がそ
のことを示 している。構成不変の蓄積の拡大は,労 働力への需要の増大に比 してその供給の弾
力性 を次第に失わせ,労 賃の一般的騰貴 を必然化する。他方,構 成高度化による相対的過剰人
口の形成は,労働力の供給源 を相対的 に拡大することで賃銀の低下をもたらす。人口法則の展
開は,労 働力の需給 を規制するとともに,「労働賃銀の騰貴を通 して労働者の生活水準の向上
を許 し,…賃銀の下落によって生活水準の低落を強制する」(同141頁)のである。こうして
宇野 は蓄積論で,人 口法則の展開のうちに生活水準が決定 される基本的構:造を明 らかにする。
もちろん生活水準 も,ま た労働力の価値規定 も,具体的には景気循環論 としての 「恐慌論が背
後にあっては じめて規定できる」(同285頁)。つ まり 「一般的には,か かる循環過程の内に労
働者の生活水準 をく歴史的〉に決定することになるのであ って,労 働力商品の価値規定は,こ
の賃銀の十年前後にもわたる周期的運動を度外視 しては理解 しえないのである」(同141頁)。
その意味で景気循環論 としての恐慌論 は,労働力商品の実質的価値規定 をするもの として 「価
値法則のいわば裏打ちをなす」(同417頁)ことになる。
このように宇野 による蓄積論の再構成は,労 働力商品の特殊性の明確化を基軸 に,相対的過
剰人口の吸収 と形成を交互に繰 り返す ものとしてマルクスの人口法則 を正 しく規定 し直 し,労
働力商品の特殊な価値規定の構造 を明らかにするという画期的成果 をもたらす とともに,『資
本論』ではなお不明確であった景気循環の局面転換の要となる恐慌の必然性の解明に理論的指
針 を与えるものであった。
三 蓄 積 論 の方 法
産業資本の運動が,一 方で本来商品ではない労働力 を価値増殖の根本的前提 とし,他方で生
産過程の技術的 ・物質的基礎 として固定資本を前提 とするか ぎり,いわば,資 本の本性 として
の増殖欲の累積的拡大すなわち蓄積は,こ の両者からそれぞれ制約を受けまたそれを現実的に
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解消することで進行せ ざるを得ない。これが資本蓄積に景気循環という特有の 「生活過程」 を
余儀なくさせるのであ り,その もっとも根源的であ り基礎的な理論的規定を与えるのが,生 産
論 における蓄積論の役割である。
ところでこの宇野の資本蓄積の二様式の明確化による蓄積論の整理は,資 本蓄積という対象
の もつ動的性格 と,生産論 という論証あるいは考察 レベルとの関連で微妙 な問題 をかかえてい
ると思われた。イ宅美光彦 による蓄積論=動 態論,生 産論=静 態論 という見地からする,生 産論
か らの蓄積論の排除という主張が行われたの もそのためであろう。(注1)
俺美 は,宇 野r原 論』では,「資本蓄積論 において資本蓄積の二様式が とりだ され,そ れ ら
が産業循環の二つの局面に対応するものとして展開されたこと,し たがって,そ こで産業循環
の基礎 および労働力商品の再生産が論証されたかの ように整理されたことは,『生産論』全体
の構造か らみて首尾一貫 しないものを含 ませる要因になったと思われる。とい うのは 『生産論』
全体が社会的需給 と労働編成 との均衡 を前提するものである限 り,動態論を主軸 とする資本蓄
積論は,多 かれ少 なかれその均衡的前提条件 と矛盾するものを含み,ま た労働力商品の吸収 と
反擾は,恐 慌の現実的発生 を説明 しえないこの論理段階では,ま だ基本的には論証 されえない
と考えられるか らである」(『世界資本主義』125頁),とした。
永谷清 はこの俺美説 を,一 方での 「生産論=価 格なき価値の次元,『総過程論』二単なる価
格の次元 という固定観念」,他方での 「生産論=競 争なき総資本,分 配論=個 別資本の競争 と
い う固定観念」(『資本主義の核心』160頁)に縛 られた謬論であるとし,「生産論 にあっても
資本は個別性抜 きにしてはあ りえない」(同173頁)し,形式的に 「産業循環を含 む資本の蓄
積過程 を捨象 した 『静態的構造分析』で もあ りえない」(同164頁)と批判 している。そ して
また永谷は生産論 と分配論の対比 における固定観念は俺美のみならず,宇 野理論 を継承する多
くの研究者達 をも支配 してお り,それは 「まだ生産論が宇野理論 にとって未完成 な部分 を多 く
残 していることを意味 している」(同161頁)とい う。蓄積論 を一応は生産論固有の領域 とす
る論者 にあっても,た びたび宇野 「蓄積論」の再構成が主張 されるの もそのためであろうか。
蓄積論の生産論か らの排除論については,す でに別の機会に論 じたので,こ こでは,こ のよう
な再構成論について以下検討 していくことにする。マルクスが渾沌 としたまま提起 し,宇野が
整理 した資本の有機的構成の高度化の有無による蓄積の二様式による資本の蓄積過程の基本的
解明とい う方法に対 し,一見,現 状の蓄積過程をヨリ反映するかのような日高晋 『経済原論』
における蓄積の二様式の 「増設的蓄積」 と 「更新的蓄積」 としての展開という方法がその代表
的なものである。はた してこの ような方法が 「完成」の試み として成功 しているのであろうか。
(注2)
日高によれば,資本が蓄積 を行 う場合,「流動資本だけを増加することもないわけではない」
資本蓄積論の方法 83
(『経済原論』145頁)と,一応流動資本的拡張 にも触れるが,「けれ どもそれは労働時間の延
長による」(同)の が一般的であ りこの 「絶対的剰余価値の生産には限界がある。資本の蓄積
の多 くは固定資本の拡張 をともな うもの と考 えてよい」(同)と し,流動資本的拡張は蓄積論
の固有の問題ではない という判断 を示すのであるが,流 動資本的拡張の内容があまりにも単純
に捉えられてはいないか,あ るいは,こ の拡張の過程が容易であることを蓄積の過程として問
題 にしえない極めて短時間の限界への到達過程 と解 されているのではないか,な ど先ず疑問に
思われる。
流動資本的拡張 とい うのも,本来,象 徴的ないい方であ り,生産設備類の付加的な増設を排
除するものではないが,初 期投資を終 えた資本がその生産力を拡大するにあたって,先 ず とる
べ き方法は何か,と いうことを考えてい くうえでは 「拡大」即 「増設」 という理解 とは明らか
に区別されるものとして意味のある重要な視点であると思われる。拡張局面では,市 場での価
格の変動に誘導されて個々の資本は供給量を調整するが,こ の短期的な調整に対応 しうるのは
在庫 とそれに連動 した生産現場での調整ということになるが,こ の生産側での調整は流動資本
的対応 にならざるを得 ない。それは一般的には商品の在庫率の変動 に誘導 された工場の稼働率
の変動 として現 れる。個別資本は拡張 ・縮小両面での対応 において,回 避可能なコス トを伴う
選択肢 は選ばないであろう。生産の拡張の場合,既 存の固定資本 を前提にすれば流動資本内部
での一定の組み合わせだけに追加的な投資をすればこの短期的要求を実現できる。固定資本部
分 を拡張 しようとすれば短期的には回収できないコス ト,つまりこれを流動資本部分 に流用で
きれば発生 しない回避可能なコス トを生み出 してしまう。 したがって,稼 働率 を徐々に引き上
げ,そ れが限界 に達するまでは増設的拡張は現実化 しない。構成不変の蓄積の核心部分がここ
にあるといって よい。生産の社会的均衡編成 を考 えてみても,そ の背後にあるのは稼働率の
個々バラバラな組合せに過 ぎない。生産論でも稼働率の変動は捨象できないのである。
さらに日高 『原論』は,マ ルクスや宇野と異な り,蓄積の二様式 を 「固定資本の増設的蓄積」
と 「固定資本の更新的蓄積」 とし,か かる類型化のもとで人口法則 を考察する。 日高によれば
「蓄積資金が予定の額に達 して追加投資 しようとするとき」(同145頁)考えられるケースが二
つあるとい う。一つは 「従来の固定資本の更新に当たっているため償却資金 と合わせて更新 に
大規模化 をはかる」(同),もう一つは 「従来の固定資本はそのまま機能 しつづけそれと併存 し
て固定資本 を増設 しようとする」(同)ケ ースであるという。先ず,後 者の 「増設的蓄積」 に
ついてみよう。
日高 によれば,「増設的蓄積 には,資 本構成の不変なそれ と高度化するそれと二つ」(同146
頁)が あるとい う。「増設分 は新 しく設置するのだから,資 本は当然技術的に高度なものを求
める」(同)が,従 来の固定資本の技術体系に,「その後たまたま何の進歩もおこなわれなかっ
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た」「ときは従来 と同 じ固定資本を増設する」(同)以外ない し,「従来の固定資本との技術的
連繋のために,新 技術が存在するのにそれ を導入できず旧技術によらざるをえない」(同)と
きは,資 本構成 に変化はない。「これ とちがって増設分に新技術を導入すれば,追 加投資だけ
についてみると不変資本の比率が大 きくなり,資本の構成は高度化 している。資本の既存の分
は資本の構成に変化はないか ら,合計 したその資本全体 としては資本構成が高度化」(同)す
るとい う。 しか し 「増設分の資本構成が どのように高度化 しようとも,つ まり可変資本の割合
が どのように小 さくなろうとも,増 設分についての追加可変資本はゼロにはならない。いく分
かの可変資本 を要するであろうし,それは既設分についての可変資本につけ加えられて,可 変
資本は増加するであろう。つまり増設的蓄積 については資本構成が不変であろうが高度化 しよ
うが,ど ちらのばあい も可変資本は増加するのである。そのことは賃金に変化がない とすれば
雇用労働者数の増加 を意昧する。」(同147頁)
つまり日高は,既存の固定資本を前提 に増設投資 を行えば,構成の変化の有無 にかかわらず,
追加的労働力をひきつけることを示 した,と いうであろう。これによって日高は 「増設的蓄積
をすぺて資本の構成の不変 な蓄積 としている」(同148頁)ため 「納得的なものとはなってい
ない」「蓄積論」 をもつ,字 野 『原論』,鈴木 『原理論』,大内 『原論』の難点 を克服 したとい
う。はたしてどうであろうか。増設投資 を新技術によるとした場合の考察には,新 旧生産体系
間での労働力を含む生産要素の移動の可能性 を無視することはできない。山口重克による蓄積
論は生産諸要素間の技術的な 「最適組合せ」(注3)を主張 していたが,日 高 もまた同様 なので
あろうか。仮に技術的 「最適組合せ」 といわれるものが存在するとしても,そ れは一単位商品
を生産するのに必要とされる可変資本 と不変資本 との組合せの比率の問題であって,総 固定資
本 と流動資本の組合せの問題ではない。現 に一定の技術体系=「 最適組合せ」で稼働 している
工場で流動資本の投入量に応 じて生産量が増減することを考えればこのことは容易に理解で き
る。ともか く,生産論では既存の固定資本を前提 とした場合,各 個別資本 は剰余生産を最大化
すべ く生産量を増大させ るという行動 とるものとして抽象化 されているが,仮 に,こ こに新生
産方法が追加 されたとすれば,効 率的に総合的な剰余生産の増大を実現する方法は現行の設備
の稼働率 を維持 しなが ら,増設分を単純 に付加するもの とはかぎらない。新生産技術体系の生
産性如何 によっては,現 行設備の稼働率 を下げつまり流動資本的な追加投資 を縮小 し,遊離 し
た分を新技術体系に投入 したほうが生産量が増大することも,ま たその一部だけの追加で もよ
り大 きな生産量=剰 余生産の拡大を実現することさえあ りうる。既存の固定資本を容易 に更新
破棄できないことと追加的流動資本量がいわば選択的に調整で きることが明確 に区別 されない
ために,増設は現行投資 をそのままに行われるという誤解が生 じているのであろう。ともか く,
構成高度化 を伴 う蓄積 を考慮に入れるなら 「増設的蓄積」 を一律に労働力の追加的雇用の拡大
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としてしまうことはで きないのである。
さらに固定資本の更新的蓄積について日高 『原論』は説 く。
「可変資本の割合が減少 しても,増設的蓄積では可変資本そのものは増加 した。追加投資で
の可変資本が追加されるからである。だが更新的蓄積についてはそうはいえない。非更新部分
は不変だから別 として も,更新都分は追加投資によって一方では資本量が増加 し,他方ではそ
のうちの可変資本の割合が減少 している。全体が増加するなかで割合が減少するものの大 きさ
は,増 加するばあいもあれば不変のばあいもあ り減少するばあいもあるとしかいえないであろ
う。 ともあれ可変資本が減少 しないためには,そ の割合の減少を少なくとも補 うほどの資本量
の増加が必要だ。そうでなければ,可 変資本は減少する。可変資本が増加すれば,さ きに増設
的蓄積でのぺたのと同様に産業予備軍の吸収がおこるが,減 少すればその逆のことがおこる。」
(同149頁)「そ して更新的蓄積は,多 くのばあい可変資本を減少させ,労 働力 を排出する蓄積
だと考えてよいであろう。更新的蓄積にさいして必ず というわけではないが多 くのばあい,産
業予備軍が形成されるのである」(同)と。
日高蓄積論で産業予備軍形成の論理が成立するためには,資 本構成の高度化による可変資本
の減少を補償するほど資本量の増大は大 きくないことが証明される必要がある。「多 くの場合
そうである.」としてすますわけにはいかない。なぜこういった問題が生 じたのか といえば,そ
れは蓄積の二様式を,現象論的な増設的蓄積 と更新的蓄積 として しまったか らにほかならない。
構成の高度化によって,生 産力のある水準 を実現するために必要 とされる労働力がそれ以前の
技術水準 と比べ て少な くてすむとい うことがここでは明 らかになればよいのであって,あ えて
蓄積行動の多様 な可能的組み合わせを示唆 し,結果は不明であるとすることにどのような意味
があるのだろうか。蓄積資金が一定額に達 したから,あ るいは固定資本の更新時期になったか
らということで蓄積が問題になるという方法では,形 式的な数量関係すら確定 しえないのでは
ないか。
か くて日高の人口法則論は,「どんな資本 もあるときは増設的蓄積,ま たぺつのときは更新
的蓄積 とい うように,蓄 積を二つの型によっておこなわざるをえない。といって,そ れは二つ
の型が規則的に交替 しておこなわれるということではない。ある ときに増設的蓄積をしたあと
で,既 存の固定資本の更新期が まだこないうちに次の増設の可能な余裕ができるとい うことも
あるであろ う。 また既存の機械のうち一部の更新的蓄積をやって,増 設 しないうちに他の一部
分の更新期が きて しまったとい うこともあろう。にもかかわらず資本が蓄積をすすめてゆくば
あい,一 方の型の蓄積にだけ専念 してもう一方の型 をかえりみないということは不可能だ。固
定資本の更薪が どうしても必要な時期がある し,また更新期がまだなのに蓄積を しようとする
こともある。だから資本の蓄積においては二つの型が規則的に交替するわけではないが,あ る
86 一 経 営 論 集 一
ときは増設的蓄積 を,ま たある ときは更新的蓄積 をおこなうもの と考 えてよい。そ して前者の
ばあいは労働力を吸収 し,後者のばあいは必ずとはいえないにしてもたいがいは労働力 を排出
するのである」(同150頁)とい うことになる。
結局,よ り納得的な展開を試みたとする日高蓄積論は非常 に不確定 な相対的過剰人口の排出
と吸収で特徴づけられる人口法則論 を生み出したとい うことであろう。それはまた,景 気循環
の局面転換の不確定 さを印象づけることにもなる。これは 「増設的蓄積」,「更新的蓄積」 とい
う蓄積論の固定資本偏重論の帰結が もたらした無用 な混乱であろう。宇野がなぜ,蓄 積の二様
式を,具 体的な景気循環の過程では各局面に決してそれ単独で行われることが無いことを承知
の上で,あ えて,構 成不変の蓄積 と,構成高度化の蓄積 として類別 し考察 したのか改めて考え
てみる必要があろう。
資本の蓄積衝動あるいは蓄積行動 というのは資本の一般的本性 とはいえ,そ の具体化は各個
別資本のおかれた競争的環境によって異 なった展開をとることになる。この競争的環境の具体
的な様相 はもちろん生産論では扱われない。 しかし,このことは蓄積論展 開の無効性を意味す
るので も,ま たそ ういった ものと全 く無関係に蓄積論が展開できるということを意味するので
もない。資本構成不変の蓄積では剰余生産量の極大化行動 としての生産量の増大をめ ぐる競争
という形で,構 成高度化の蓄積では特別剰余価値の追求をめぐる競争 としてそれぞれ抽象的に
作用する。蓄積 に関してはいずれの場合 も固定資本の存在が問題 になる。生産量の増大が競争
因となる場合,需 要増は供給増 によって絶えずキャッチ ・アップされるため市場での価格下降
をひきだす限界供給者にならないためにも他に先駆けて短期的にできるだけ大量の商品を生産
し,売 り抜けようとする行動をとるので競争は全面化 し,蓄積資金は直接的には短期的な生産
の拡大 を実現する流動資本に向けられ,投 資資金の短期回収 と再投資の迅速化が課題 とならざ
るをえない。そのためまずは固定資本に対する新たな資金の固定化は回避され,既 設設備類の
フル稼働が選好 されるのである。競争の全面化や具体的様相についてはなお宇野が示 したよう
に利潤論,利 子論での重層的考察によって補足 されなければならないが,生 産論 レベルにおい
て もある条件 さえ満たされれば以上のような形で一つの支配的傾 向として構成不変の蓄積 をと
らえることができるのであ り,それゆえにまた,一 つの持続的な局面 として規定できるのであ
る。そ して,満 たされるべき条件 とは労働力商品の追加的供給の余力である。流動資本的蓄積
は次々と労働力 に対する追加的な需要 を発生させるが,供 給がこれに応えうるかぎりこの局面
は継続する。そ して,蓄 積が進展 し労働力の供給余力の問題つまり相対的過剰人口あるいは産
業予備軍の枯渇の表面化をまっては じめて,蓄 積継続の困難 を労賃騰貴,剰 余侵食 として露呈
し始めるのである。
他方,資 本構成の高度化=特 別剰余価値の追求を巡る競争は,固 定資本の新設,更 新ない し
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破棄 を伴 うために異なったものとなる。特別剰余価値は,あ る時点での標準的あるいは一般的
技術 に対 し例外的に生産性の高い技術 をもって商品を供給 しうる場合に,経 過的にのみ取得可
能な実体のない利得 として現れる。 したがってその技術体系を採用 しても,それがすでに普及
一般化 した時点であれば,特別剰余価値は取得できない。そればか りか,そ の時点でなお以前
の技術 によるのでは,新 たな標準的技術水準にも達 しない劣悪な供給条件によるものとしてそ
の商品価値は社会的価値 として評価 されず,結 局淘汰 されることになる。つまり,この新生産
方法の導入=資 本構成高度化 を巡る競争は,早 い者勝ちだけでな く,最終的敗者には死 を宣告
す る死活の競争戦 として展開されるのである。新生産方法の採用 に個別資本ごとに時間差が生
じるのは最初に記 した,固 定資本の新設,更 新 ない し破棄で きる条件が個々に異なるか らであ
るが,こ の競争の開始にあたってはこれらの条件に個別格差は残 しながらいわば制約要因の全
般的緩和,あ るいは促進要因の顕在化が必要である。 この点が構成不変の蓄積を可能にする投
資環境 との大きな違いである。その具体的様相 についてはまた利潤論,利 子論での考察が必要
となるが,こ こでは先にみた流動資本的拡張 を誘発するの と反対の要因,つ まり全般的な需要
の拡大がみられず市場が低迷 し,最悪の場合には固定資本の残存資本価値 を破棄 してで も特別
剰余価値の取得によらなければ剰余取得の拡大が期待 しえない局面 として抽象できる。 これが
継続的で特徴的な蓄積の一局面をなすのは,死 活の競争戦に強制され新生産方法の普及が集中
的で全面的な過程 とならざるをえないか らである。そ して構成高度化の蓄積の進展 とともに,
相対的剰余価値の生産=新 たな資本 と労働 との価値関係 を成立させながら,相対的過剰人口が
排 出されることになる。
資本構城 の変化の有無 による蓄積様式の類別 という最 も基本的で本質的方法 によってこそ,
生産論 という抽象 レベルにおいて,こ のような異質な二つの蓄積過程の必然性 とそこにおける
相対的過剰人口の吸収 と排出の二面性の検出,そ してそれによって資本と労働 との間の特有 な
制約 とその解除の仕組みを明らかにすることがで きるのである。
(注1)俺美説の問題点については,『宇野理論の現段階1原 理論」(拙稿,第10章 「資本蓄積と人口法則」)を
参照。
(注2)山口重克 『経済原論Jは 生産論では,過程と個別の役割を抜 きにした全体結果のみの考察は,「結果
と過程を同一視 したり,杜会的結果によって個別的動機を推論 した りする誤謬に陥る」(r経済原論講義」
167頁)とし,「個別的不均質性の存在に部分的に言及しながら,しかし過程そのものはここではなお不
確定なものとして,そ の社会的結果の意味についてだけ考察するという」「中途半端な展開」(同)をと
らざるをえないとする。
(注3)山口によれば構成不変の蓄積とは,厳密な意味では,「仮に原資本の構成が,た とえば工場と動力機 ・配
力機 ・作業機といった物的設備 と原料 と労働者との抜術的に最も効率的な最適組合わせによって規定 さ
れているとして,こ れと同じ組合わせの生産諸要素がセット単位で追加 されていくということでなけれ
ばならないが」(r経済原論講義」160頁),一般には 「旧来の物的設備の基本構造 を前提にし,それにい
わばつぎ足 し的に固定資本を増設することを基本とするものであ り,しかもその増設分には従来の技術
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に比べてとくに改良がみられないような蓄積」(同159頁)つまり蓄積の前後で 「生産力水準に顕著な変
化がないような蓄積という意味に理解しておくことにする」(同160頁)という。
どちらにしても増設の場合,先 にみた回避可能なコス トの支出という不合理の発生,さ らに 「厳密」
なケースでは工場を含む最:適パ ッケージでの増設ということから,固定資本投資に伴う 「懐妊期間」の
問題を生 じさせる。これは短期的な利得確保の機会があるときには,「セット単位」増設は回避される選
択肢であることを説明するものであっても,具体化する必然性を説明するものではないであろう。
(参考文献 注)
(1)KMarx,"DasKapital"からの引用 は(岡 崎次郎訳)国 民 文庫 『資本 論』大 月書店
に よる。文 庫版第一 分冊42頁の場 合,『資本論 』①42頁 と略記。
(2)宇野 弘蔵のi著作 か らの 引用 は 『宇野弘 蔵著作 集』岩 波書 店 に よる。 第9巻294頁の
場 合,『著 作集 』⑨294頁と略 記。 なお,上 下 二分冊 の 『経済原 論 』岩波 書店 か ら
の引用 は旧 『原論』 と記 し引 用頁数 はr著 作集』 第一巻 に よる。 また 『資本論 五十
年 ・下』巻 法政大学 出版局(1973年)か らの引用 は原本頁数 。
(3)その他 の参 考文献 は以下の通 り。
イ宅美光彦 『世界 資本 主義』 日本 評論社(1980年)
永谷 清 『資本 主義 の核 心』世界 書院(1997年)
山口重克 『経 済原論講 義』東京 大学出版会(1985年)
日高 晋 『経 済原 論』有斐 閣(1983年)
降旗 節雄編 『宇 野理論 の現段 階1原 理 論』社 会評 論社(1979年)'
